行財政改革の推進に係る提言

　市議会が行政と緊張感を持って、経営改革についてもその役割をこれまで以上に発揮されることを期待する。

≪検証に基づく問題点の総括≫

（１）経営改革の狙いと目的が明確になっていないため、経営改革の重要性と必要性の認識が共有されず、職員の意識改革が進まない。
（２）進行管理の手法と体制が不十分で、本来の進行管理が行われていないため、計画通りの推進が図られない。
≪経営改革を実行するための提言≫

３つのキーワード
１．意識改革（職員及び市民）
２．情報公開と説明責任（行政）
３．進行管理（行政）
２つの必要条件
（１）経営改革は、トップのリーダーシップと率先垂範なしには成就しない。
（２）トップのリーダーシップを発揮するために、参謀機構としての、リーダーを補佐する経営戦略立案部門の構築が必要である。
６つの具体的方策
１．経営改革推進本部会議の活性化と機能の向上
経営改革推進本部会議において、市長(本部長)自らが集中改革プラン及び第３次大綱の進行管理を行い、未達成の場合はその要因と理由を明確にするとともに、担当管理職員の責任を明確にし、その改善策の検討と提案を指示する。
経営改革推進本部会議の機能の一つである進行管理を、この様な進行管理手法と体制に改革することによって、会議の活性化とその機能の向上を図り、集中改革プランの確実な実行を図っていく。
２．経営戦略立案部門の創設と人材の確保
経営改革推進室と企画政策課の政策立案業務及び財政課の財政戦略立案業務を合体して、将来ビジョン及び戦略の立案と庁内の横断的管理機能の責任と権限を有する、部レベルの市長直轄組織を創設し、人材を集中的に確保し、参謀組織として、市長の補佐機能の充実を図る。
３．中・長期財政予測の情報提供による経営改革の必要性の認識の共有
現在提供されている財政に関する情報内容では、市民はもとより職員すらも経営改革の必要性と重要性を理解し、認識することはできない。
財政的な危機感を煽るのではなく、職員及び市民の意識改革と経営改革に対する認識を共有することを目的に、中・長期的な財政予測に基づく収支状況と、改善策に関する情報を提供し、経営改革の必要性と重要性を理解するとともに、その認識を共有することによって、市民、市議会、行政が協働で経営改革を考える場の構築が必要である。
なお、中・長期財政予測に基づく収支状況の作成には、施設白書とそれに基づく施設の改築・改修計画を含むものでなくてはならない。
そのためには、施設の改築・改修計画は、現在計画している２２年度では遅く、２１年度の集中改革プランの見直しに間に合うように策定すべきである。
また、現在検討中の公会計制度の導入を早め、中・長期財政予測の精度の向上を図ることが重要である。
４．査定型人事考課制度の活用による管理職員の意識改革
職員の意識改革の実効を上げるためには、３項の情報提供は勿論であるが、人事考課制度の活用が重要である。幸い、管理職員を対象に平成１９年度から「査定型人事考課制度」が実施されているので、この制度を活用することによって経営改革に対する管理職員の意識改革を図るべきである。
その具体的な方法の一例として、下記の方法を提案する。
（１）部長は年度初めに「行動目標」を公表し、その目標の達成状況及び成果を翌年度初めに公表する。
（２）管理職員の人事査定は、経営改革に関する業務の実行状況と成果を重要項目とする。
５．計画及び業務の中間評価(*)の実施による実行度の向上と次年度予算編成への活用

集中改革プラン及び第３次大綱の進行管理を年度の中間(10 月頃)に行い、年度計画の進捗状況を把握することによって、年度内の実行度の向上を図る。
また、行政評価システムの事務事業評価(将来は施策評価)も同様に中間評価を行い、次年度の予算編成に有効に活用する制度を確立する。
*中間評価：当年度の中間(10 月頃)に、各業務の前期(4～9 月)の実績評価と後期(10～3 月)の予測を行い、当年度の業務を評価する
６．第３次大綱の取組み事項のうち、経営改革に非常に重要な事項の確実な実施

取組み事項のうち、計画通りに実施されていない以下の事項について、市長の監視のもとに確実に実施することが経営改革の実行に非常に寄与すると考えている。
№1 ：業務の民営化・委託化方針の策定 ⇒民間委託等の推進（集中改革プラン）
№2 ：指定管理者制度の導入 ⇒民間委託等の推進（集中改革プラン）
№14：各種行政サービスに関するコストの計算 ⇒職員の意識改革と民間委託等の推進
№24：職員提案制度の発展 ⇒職員の意識改革
№28：行政マネジメントの確立 ⇒進行管理手法及び体制の改革
№30：行政評価の拡充 ⇒事務事業の総点検の実施（集中改革プラン）
№32：施設白書の策定 ⇒中・長期財政予測の情報提供
№33：施設改築・改修計画の策定 ⇒中・長期財政予測の情報提供
おわりに
本提言書で提言した「３つのキーワード」と「２つの必要条件」を十分に認識され、「６つの具体的な方策」の確実な実現を期待します。
